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わが国における小売研究焦点の変化
―小売業種研究から小売フォーマット研究への道程―
はじめに
これまで流通に関する理論的研究は，流通構造を対
象とする流通構造研究，小売機関や卸売機関などの機
関を対象とする流通機関（別）研究，流通の遂行する
機能を対象とする流通機能研究，また特定商品（別）
流通経路（チャネル）研究などの方向が見られた。
当初，小売の理論的研究では，当該機関の役割，遂
行機能，取扱商品による区分である「小売業種」面で
の研究が深化していった。特にわが国では 1949 年に
最初の「日本標準産業分類」が設定され，1952 年に
は「商業統計調査」が実施，公表されるようになって
以降，流通業を業種面から捉える研究が継続した。
その後，小売業を業種面だけで捉えるのではなく，
多角的に捉えようとする動きが出てきた。小売業態に
代表される研究である。それに伴って，商業統計調査
でもスーパーやホームセンターなどの区分が導入さ
れ，小売研究の内容にも変化が見られるようになっ
た。一方，かなり以前から欧米の小売の変遷や市場対
応方法の変化を検討したうえで，わが国での小売の変
遷を扱った多くの研究成果が公表されるようになった。
このように小売を業種として把握し，小売形態とし
たうえでの研究から，小売業態を中心とした研究へと
移行し，30 年近くが経過した。しかし最近では，「小
売フォーマット（retail　formats）」という言葉もし
ばしば聞かれるようになってきた。ただ，「フォー
マット」という用語は，最近急速に使用されるように
なったのではなく，流通業（小売業）の現場では，か
なり以前から使用されていた経緯もあるようである。
本稿では，小売業種から，小売業態研究への展開を中
心として，小売フォーマット研究の前段階の研究を整
序することを第一の目標としている。
1　小売流通研究の切り口
当該研究分野の進捗は，大学における講義科目の登
場により顕著となる。最近，わが国では，学士の種類
が 700 以上もあることが話題となった。この背景に
は，近年になっての学問分野の「規制緩和」もある
が，それだけ多岐に亘る研究が進捗してきた証拠でも
あると肯定的に捉えることもできよう。
今からおよそ半世紀近く前に，商学部や経営学部，
経済学部などでの講義科目として導入されはじめた
「流通論」は，それ以前の「商業学」，「商業論」，「取
引論」，「配給論」，「交通論」，「倉庫論」などに由来し
ていた。当該科目の設置後は，「流通機構論」，「流通
構造論」，「流通システム論」，「小売流通論」，「卸売流
通論」，「小売経営論」，「卸売経営論」，「流通情報シス
テム論」，「流通サービス論」，「流通政策論」など，よ
り細部に踏み込んだり，名称が変更されることもあっ＊専修大学商学部教授
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が，研究・考察を深めていったのは，小売を業種の視
角から取り上げた研究が中心であった。
その背景には，わが国では流通業の動態を把握する
際には，1949 年から当時の通商産業省によって，わ
が国の産業を分類するという作業の結果として「日本
標準産業分類」が公表されたことにあるようだ。そし
て 1952 年から通商産業省が調査を開始した「商業統
計調査」などで，小売を業種として把握しようとした
と考えられよう。また，第二次世界大戦以前には，経
済の発展した他の国や地域でもほぼ同様であったが，
わが国では百貨店以外は，零細小売業によるいわゆる
業種店が中心であったことが，大きく影響したのかも
しれない。そのため，小売を研究対象としている研究
者には，現在のように小売形態や小売業態，そして小
売フォーマットという概念を援用しなくても，いわば
小売（業）研究をする際の大前提が存在したともい
え，それだけで説明可能な状況にあったことも影響し
ていたようにも思われる。
わが国では第二次世界大戦後から 1950 年代後半に
かけて新たな小売形態や小売業態として，「スーパー
（マーケット）」が出現した。しかし，社会に対するそ
の影響力がそれほど大きくなかった 1960 年代のごく
早い時期までは，小売業種の視点から小売業を把握す
るだけで十分であったのかもしれない。ちょうどその
時期に「流通革命論」の議論が起こり，わが国の流通
現場だけではなく，流通研究の場面でも大きなうねり
が押し寄せるようになった。それはスーパー（マー
ケット）の登場により，それまで何（どのような種類
の商品）を中心に販売しているかで小売を区分し，分
析していたことに多少の問題が出始めた時代の到来と
いえよう。
ちょうどわが国が高度経済成長期にあったこの時期
は，さまざまな経済分野において，大きな変化が現れ
た時期でもあった。ただ，疑問が残るのは，既に現在
いわれるところの小売業態の典型ともいえる百貨店が
20 世紀の初めにはわが国でも登場し，その後多くの
小売業者が，百貨店と呼ぶことが可能な小売店を展開
していたにもかかわらず，小売業態という用語は，最
近の 30 年で頻繁に使用されるようになったのは不思
議なものである。
第 2 節以降では，第二次世界大戦後からの商業研
究，特に小売研究における業績が認められる研究者
が，小売についてさまざまに言及した部分を中心に取
り上げる。つまり小売の切り口を取り上げることにな
るが，この切り口はとりもなおさず，小売をいかに分
類するかということを意味することになる。また研究
者がこれを提示するということは，当該研究者が，当
時何に関心があり，何を研究対象としたかがわかる。
そのため，本稿は，小売をどの視点から分類しようと
したかに焦点をおいた。このような場合，各研究者の
取り上げ方が類似したものをある程度まとめ，それら
を比較することによって何らかの知見や，当時の研究
の中心を確認するという方法もあることは理解してい
るつもりである。しかし，本稿では，多少整理が荒く
なることは十分覚悟のうえで，これらを時系列で追っ
ていきたい。そして，10 年ごとの大まかな括りを意
識した上で整理したい。さらに研究，実践面で強く影
響を受けてきたアメリカでの動きが，実際の小売活動
や研究面にも反映されていることを意識しながら，わ
が国での当時の状況における影響力についても考察の
範囲を拡げていきたい。
2　第二次世界大戦後から 1950 年代における小売
分類
わが国の 1950 年代は，第二次世界大戦での敗戦か
ら戦前の経済的に豊かであった 1930 年代半ばから後
半の状態を取り戻そうとした時期であった。小売活動
面では，戦後の闇市，吹けば飛びそうな小売店からの
復興，現在の百貨店とはほど遠い規模ではあったが，
それらが各地で再興される中，それ以前にはなかった
スーパー（マーケット）と呼ばれる顧客対応をする小
売店舗が，1950 年代後半には出現しはじめた。既に
アメリカでは，それよりも 30 年も前にあった顧客対
応方法による小売店であったが，それをわが国に紹介
し，導入する新興の小売業者が現れた。わが国ではこ
れらの研究は，それまでのわが国の小売状況を叙述す
るところから，挙ってアメリカでの小売現場やあるい
は書籍や雑誌の内容を紹介する研究者も現れはじめ
た。
3わが国における小売研究焦点の変化
（1）深見義一
深見［1949］は，小売活動の主体は小売業者である
とし，英語では retailer というところから説明した。
そして，小売業者の分類は，アメリカでの分類を参考
にし，小売業者の「形態」として説明した（深見
［1949］pp.110~115）。まず品目による分類は，表 1 の
通りである。
また深見は，小売業者の提供する用役の視点からも
小売を区分した。ここでいう用役は，小売業者の遂行
機能を指しているようである。そこで提示された全用
役小売店等は，アメリカでの小売業者が提供する用役
の種類によって次のように区分した。
① full-function retailer（全機能小売業者）。全用役小
売店は別称。
② limited-function retailer（限定機能小売業者）。小売
商業機能の一部に重点を置き，その遂行が中心的な任
務。この中で，6 つを代表的なものとして取り上げた
（深見［1949］pp.116~121）。
さらに深見は，小売業を「独立」という視点からも
区分した。これは小売業を所有関係あるいは経営関係
の関連性から分類するものであった（深見［1949］
pp.121~126）。
以上のように深見は，アメリカでの小売研究をもと
に，第二次世界大戦後の間もない時期ではあるが，当
時におけるわが国小売業の実態とは関わりなく，小売
業の「形態」を説明した。それは一小売店の取扱商品
種類による区分，小売業者として消費者に提供する機
能（ここでは「用役」），小売業（小売店舗）の所有と
いう視点から 3 区分して紹介した。これらの分類は現
在のわが国の小売業区分でも残っている。
（2）原田一郎
原田［1954］は，小売（商業）の多様性は，地理的
制約または商品種類などから必然的に生成されるとし
た。そして，大都市では大規模小売店舗，地方では万
屋，山間部で行商が見られることを例示した。そのう
えで，百貨店の生成から執筆時点までの活動を詳細に
説明した。また連鎖店は，同一所有および経営に属す
る多数の小売店が，本部機関と相互に結合した大規模
小売経営によるものとした。さらに普通連鎖店
表 1 　品目による店舗分類
a）単一品目店，単業店－取扱品目を 1 個（実際には数個で
も可），品種に限定する小売業形態。手工業形態から発展
し，取扱商品に技術が必要。薬屋・宝石屋・肉屋・靴屋
など。
b）specialty store －専門品目店，婦人服装店，繊維品ない
し呉服類の中で，特定品目ないし特定系統，一般には，
婦人被服類ないし同付属品を扱う小売業形態。
c）general merchandise store（雑貨店，万屋）－多数の異種
無関連の商品を扱う。多くは郊外や小都市，農村に立
地。部門制を採用せず，便宜品を主軸としている点で，
百貨店とは異なる。
d）variety store（多様品店）－比較的簡素なものであるが，
多数の集合体となると，一種の多様性を帯び，いわゆる
多様品を扱う。
e）department store（百貨店，部門商店）－大規模，統一的
に一企業として経営される小売業形態。ある種の系統に
より，多種多様の商品が複数部門あるいは売店に区分。
（出所）深見［1949］pp.110~115 より筆者作成
表 2 　限定機能小売業者の分類
a）現金持ち帰り店（cash-and-carry-store）
b）セルフサービス店（self-service store）
c）スーパーマーケット（supermarket：極端な価格訴求に
よる乾物食料品小売。経費の抑制するために人件費を最
小限とし，セルフサービス，キャッシュ・アンド・キャ
リーを採用）
d）自動販売（automatic vending）
e）訪問販売（house-to-house selling）
f ）通信販売店（mail order house）
（出所）深見［1949］pp.116~121 により筆者作成
表 3 　所有関係による小売業の分類
a）独立小売店（independent retail store）－所有関係ないし
主要経営関係において，自他を問わず，別個に存在。万
屋，単位店，単業店，専門店等。
b）経営部売店（commissary store）－事業会社・軍等が，所
属員に物資を供給。
c）社営売店（company store）
d）支店・直売小売店（branch store）
e）多店制独立小売業者（multi-unit independent retailer）－
多店舗展開の独立小売業者
f）連鎖店（chain store）－各地に配置店網ないし多店網を
構築し，1 社の所有の下でこれを同型的，中央指導的，そ
して卸売機能兼業的に経営する小売業形態。
g）任意連鎖店（voluntary chain）
h）百貨店チェーン（department store chain）－百貨店に
チェーン・ストア制を加味。
i）単位店・単一店（unit store）－個別独立の店舗単位を採
用。
（出所）深見［1949］pp.121~126 より筆者作成
4（regular　chain），自由連鎖店，連鎖百貨店について
説明した（原田［1954］pp.28~35）。
他方，出版時点ではわが国にまだ出店していなかっ
た supermarket を「超廉売市場」として紹介した。
アメリカではスーパーマーケットは 1930 年頃から発
達し，百貨店や連鎖店とは異なった販売方法をとる大
規模小売経営の 1 つであり，一部には連鎖店がスー
パーマーケット化する傾向を指摘した。そして，スー
パーマーケットは食料雑貨を取扱商品の中心とし，顧
客に対してはセルフサービスと現金持ち帰りを採用
し，廉売する大規模小売店と定義した（原田［1954］
pp.35~37）。
アメリカでは当時，百貨店，連鎖店，スーパーマー
ケットが，小売業界の中心であり，大規模資本や設備
を基盤とし，科学的管理法を採用していた。そして，
アメリカの小売業界では三つ巴戦による覇権争いを常
にしていると表現した。また，この 3 者に挑戦する大
規模小売店として通信販売店と月賦販売店をあげた
（原田［1954］p.37）。一方，大規模小売店に対し，小
規模店として万屋，限定品種店，専門店，小百貨店，
日用品小売市場，行商もあげた（原田［1954］pp.37~
39）。
また，「売買形態」としては以下の 4 点を指摘した
（原田［1954］pp.59~79）。
①品質条件を中心とした売買形態－実見売買，見本
売買，銘柄売買，標準物売買，注文売買
②機能的商人の活動を利用した売買形態－自己売買
と委託売買，運送証券および倉庫証券による売買，通
信売買
③商品相場の動きを中心とした売買形態－実需売買
と投機売買，取引所での実物取引と先物取引，相対売
買，入札売買と競り売買，競争売買
④代金支払い方法による売買形態
そして，割引店とスーパーマーケットの 2 形態を
「当初，互いの取扱品目を異にしながら，いまはひと
しく，流通革命の申し子となり，なお薄利多売制の，
完全な実行者たろう（原田［1954］p.6）」とした。こ
の両形態は，消費者の購買に利便性を付加しようとす
るワン・ストップ・ショッピングを志向する競争が，
その激しさと複雑さを見せていると表現した（原田
［1954］pp.6~7）。
原田の研究は，まず小売業に多様性が生成する要因
を地理と取扱商品の多様性に求めた。つまり，原田に
よる小売の分類は，地理と取扱品目が基盤となってい
る。これを基底として，当時わが国には登場していな
かったスーパーマーケットをはじめとした小売業を紹
介し，続いて小売業（小売店舗）のつながりに言及し
た。さらにアメリカでの小売競争を紹介し，その競争
の間隙を縫うかたちで事業を行っている通信販売，月
賦販売も取り上げた。一方，小規模小売業や販売形態
の相違にも言及したが，これは小売に特化したもので
はなく，卸売についても該当するものであった。
（3）福田敬太郎
福田［1957］は，小売配給組織体＝小売業者を，取
扱商品の種類，機能，組織，規模，所在地等で分類し
た。取扱品目では，単列小売業者と複列小売業者に区
分し，前者が専門小売業者，後者の高度に発達したも
のが，部門別複列小売業者である百貨店を例示した
（福田［1957］p.76）。小売の分類は，取扱商品の種類
によるものが重要であり，普遍的に利用されるとし
た。その分類は，耐久品店と非耐久品店，最寄品店，
買回品店，専門品店等の区別であった。これは取扱品
目による単数複列の区別とともに小売配給組織の機能
的特徴を示すには有効とした。そのうえで，わが国で
の取扱商品群別分類，いわゆる業種分類の標準とし
て，通産省による当時の日本標準産業分類 42~49 まで
を示した（福田［1957］pp.76~77）。一方，アメリカ
での商業統計では取扱商品を耐久品と非耐久品に区分
していることも紹介した（福田［1957］p.78）。
また，当時の小売配給組織体では，①伝統的－前期
的－小規模小売配給組織体（通常，単体商が典型），
②近代的－資本制的－大規模小売配給組織体による区
分が合理的とした。後者では，百貨店，連鎖店，スー
パーマーケット，協同組合店を例示した（福田
［1957］p.78~79）。さらに各種形態の小売配給組織体
が，各グループとして小売配給組織全体に占める地位
と重要性を販売高比率で示そうとした。そこでは
1939 年のアメリカでの「業態小分類別販売高比率」
を引用した。これは図で示されたが，図表タイトルに
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「業態」という言葉が表れている。また単体店を単体
店，複体店，市場・スタンド，貸部門店，そして連鎖
店をローカル，セクショナル・ナショナル，メーカー
支配，貸部門店，その他として公共企業店，直接販
売，コミサリー・社内店，協同組合店，州酒店，通信
販売店，その他に区分した（福田［1957］p.80）。
福田は，出版当時，わが国で勃興しかけていたスー
パー（マーケット）を「小規模小売店，特に食料雑貨
部門におけるそれが連鎖店からの圧迫に対してとった
自己防衛組織体の 1 つである，と論じられてきてい
る。しかし，現実のスーパー（マーケット）は，1 つ
の特殊な大規模小売配給形態としての各種部門また各
種形態の小売組織において採用されている点に注意を
喚起（福田［1957］p.101）」した。その代表的事例と
して，正規連鎖店が，自ら当該店舗をスーパー（マー
ケット）化して連鎖スーパー（マーケット）となる傾
向を説明した（福田［1957］p.101）。つまり，大規模
小売店と連鎖店との競争を念頭に置いたものであり，
スーパー（マーケット）がその後連鎖店化することに
ついても言及した。
福田が以上のような説明をしたのが，わが国では第
二次世界大戦後からちょうど 10 年が経過し，経済状
態が戦前の状態へと戻った時期であった。国民の生活
にも若干余裕と新たな胎動を迎えていた時期であっ
た。そして，わが国でも駐留米国人向けではあった
が，東京・青山にセルフサービスを謳うスーパー
（マーケット）の 1 原型ともされる小売店が誕生し
た。福田が小売業者を配給組織の一部とし，当時のア
メリカでの実態や研究をわが国に紹介したのは，原田
とほぼ同様であった。そして，提示した図中ではあっ
たが，「業態」という用語を半世紀以上前に使用し
た。さらに標準産業分類により，商品を分類すること
を基底として小売を観察する方法も採用した。
その後，福田は，小売業者を分散組織とし，小売を
取扱商品，職能，組織規模，所在地などにより区分し
た。取扱品目での分類は，単列小売業者と複列小売業
者があり，前者は専門店，後者の高度に進歩したもの
が部門別複列小売業者である百貨店とした（福田
［1983］p.71）。これは福田［1957］と同様の区分であ
る。また，小売業者は，その提供する用役により，用
役完全提供小売業者，用役不完全提供小売業者および
用役不提供小売業者の 3 種に区分した。そして，特殊
な用役を提供する小売業者として，移動店舗，御用
聞，電話販売，通信販売をあげた。さらに所有，管理
の組織方法による小売業者としては，独立単体店（in-
dependent unit store），従属単体店，正規連鎖店（reg-
ular chain store），自由連鎖店（voluntar y chain 
store），消費組合店などに区分した。他方，小売の立
地からは，田園，村落，都心，大都心，郊外，住宅
街，路上にそれぞれ特徴があるとした（福田［1983］
pp.71~72，初版は 1965 年）。これは 1965 年に出版さ
れ，その後版を重ね，1983 年に出された 16 版での説
明である。1957 年にあげたものとほぼ変化なく，若
干説明を加えており，小売店のつながりについては，
より詳しく説明している。
（4）増地庸治郞・古川栄一
増地・古川［1958］では，小売業種・小売業態につ
いての言及はなく，「小売業の経営形態」による区分
を示した。そこでは，独立店を万屋（g e n e r a l 
store），限定品種店（limited-line store）に区分した。
また，専門店（specialty store）は，比較的高級な商
品を専門的に取り扱う経営形態とし，小百貨店
（small department store）は，最寄品および買回品を
扱っている店舗と紹介した。これら 4 つは，日用品小
売市場，商店街，露天商，行商とは区別し，小売経営
形態として扱った（増地・古川［1958］pp.52~56）。
他方，スーパーマーケットを 1929 年からの恐慌期
にアメリカで出現した小売経営の新形態として紹介し
た。小売経営形態では，独立店の他に大規模小売店と
して，百貨店，連鎖店，通信販売店をあげ，準統合小
売店として消費組合を例示した（増地・古川一
［1958］pp.57~58）。
また増地・古川は，小売店を独立店，アメリカで大
恐慌後に形成されたスーパーマーケットを大規模小売
店に区分した。しかし，彼らの区分は，経営面での独
立という意味ではなく，「独立」の意味するところは
「小規模独立店」であった。本来であれば，例示した
万屋，限定品種店，当時の専門店を表現するならば，
「小規模店舗」あるいは「（中）小零細店」という区分
6でおそらく十分であったかもしれない。また，大規模
小売店という区分に，通信販売店を包含しているの
は，当時のアメリカにおける，Sears や Montgomery 
Ward という，アメリカの広大な国土で大規模に小売
活動を展開していた小売業の紹介を意図しようとした
のだろう。
（5）小結
第二次世界大戦後から 1950 年代のわが国の小売研
究は，戦後復興に伴う小売の変化を扱うというより
も，小売の分類軸をアメリカにおける研究を参考に
し，それをわが国に紹介するという状況であったとい
える。深見は，小売を取扱商品，遂行機能，所有関係
による区分を示した。原田は，実際の小売業が多様で
あるということを前提として，地理，取扱商品により
区分し，アメリカでの小売競争状況の中におけるスー
パーマーケットの成長を取り上げた。福田は，やはり
小売の分類（取扱商品，機能，組織，規模，所在地）
を提示し，「伝統的」「近代的」という軸により，近代
的大規模小売業の成長要因を提示した。増地・古川
は，小売業の経営形態により区分し，当時わが国に存
在した小売店の形態を説明しようとした。
取り上げたいずれの研究者においても，アメリカで
の小売業界の動向には敏感であったといえよう。そし
て，わが国の経済状態が改善し，その後，成長・発展
の道を歩み始めたならば，おそらくは出現するであろ
う新しい小売のかたちに思いをめぐらせた形跡が十分
に見て取ることができる。
3　1960 年代における小売分類
1960 年代になると，わが国は本格的な経済発展の
道を歩み始めるが，小売分野では，スーパー（マー
ケット）が各地に出店し，既存の単一店からの顧客を
吸引しはじめた。わが国では都市，地方を問わず，
スーパー（マーケット）があることが日常の風景とな
りつつあった。これは百貨店以外で，店舗面積の広い
店舗で，本店・支店という関係だけではなく，本部主
導による複数店舗の展開をはじめる大きな波が現れは
じめた時期であった。研究面ではこの状況が反映され
ていたのであろうか。
（1）平地平一
平地［1964］は，「商業経営の種類」という章を立
て，「小売経営の機能と分類」を取り上げた。そこで
は小売業者は，商品を持参して消費者を訪問し，販売
する行商（pedlar），戸外での簡単な売場で通行人相
手に販売する露天商（satall-keeper）も存在したが，
通常は常設店により，商品を販売する店舗商（store 
retailer）とした。そして，それをその経営形態に
よって普通小売店と大規模小売店に区分した。前者は
経営規模が概して小さく，家計から完全に分離せず，
企業というよりはむしろ生業が多い。後者は独立の資
本組織を持ち，経営合理化によって，業績をあげてい
る小売業とした（平野［1964］p.85）。
普通小売店は，最も普遍的に存在した小売形態であ
り，万屋（country general store）と単一店（unit 
store）を例示した。万屋は，多種多様な商品を少し
ずつ扱い，販売する店舗であり，一般に顧客数は少な
く，日常必要な商品を扱う最も古く幼稚な形態とし
た。単一店は，単一部類の商品を販売する店舗で，当
時は小売店といえばこれを指すとし，呉服商・用品
商・金物商・食料品商・文房具商などを例示した（平
野［1964］pp.85~86）。一方，大規模小売店は大きな
資本力により新しい経営方法をとる形態であり，百貨
店・連鎖店・通信販売店などを例示した（平野
［1964］p.87）。
さらに平野は，小売業を店舗小売業と無店舗小売業
に区分し，店舗小売業の一般性を指摘しながらも，当
時は実際にその数が多かった無店舗小売業の存在も尊
重した。また，経営形態として，普通小売店と大規模
小売店に区分したが，彼の示した「普通」は，当時小
売店数では圧倒的多数という意味での「普通」であ
り，生業的な小売業と百貨店などの大規模小売業とを
区分する用語であった。そして，取扱商品数やその商
品ラインも意識し，店舗面積やその資本構成なども考
慮しているが，「大小」を区分するに止まっていた。
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（2）松田慎三
松田［1965］は，商業の内容や形態には固定的なも
のではなく，生産・消費，その他社会経済で新しい展
開が起こると，経営者の創造的精神と融合し，それに
よって変化も起こるとした。その中で，旧来の小売形
態から百貨店やチェーンストアが誕生したのは，その
法則に沿ったものであり，アメリカでの新興小売形態
として，スーパーマーケット，ディスカウント・ハウ
スが誕生したのは異論がないとした（松田［1965］
p.162）。
そして，スーパー（マーケット）という小売形態
が，わが国で主導的な役割を果たし，小売業界の支配
的勢力へと成長するのを予測した。また，スーパー
マーケットをセルフサービスによる低価格訴求による
小売形態とした（松田［1965］pp .170~171）。しか
し，セルフサービス，低価格訴求は，現在では後述す
る小売ミックスの 1 要素として捉えられる。
松田は，小売の直接的な分類を提示していない。松
田がスーパーマーケットを論じた 1960 年代半ばは，
わが国でもアメリカでのそれと類似した小売店が次々
に誕生し，既存の小売業を駆逐する勢いが見えた時期
であった。それが誕生した背景については，小売業は
固定的なものでなく，環境変化と経営者の意思により
形成されることを改めて明確にした。そして，スー
パーマーケットがスーパーマーケットたりえるそのア
イデンティティを消費者へのセルフサービスと低価格
訴求という，現在の小売ミックスの要素を取り上げて
論じた。ただ，セルフサービスや低価格訴求は，小売
ミックスの要素であるが，それを「形態」として把握
していたのは特徴的である。
（3）平野常治
平野［1965］は，現在からちょうど半世紀前に発表
したものである。その中で，平野は「業態」という用
語を使用した。「業態別マーケティング」という章を
割いており，「製造業者のマーケティング」，「卸売業
者のマーケティング」，「大規模小売業者のマーケティ
ング」，「中小小売業者のマーケティング」，「生協の
マーケティング」として言及した（平野［1965］
pp.238~256）。現在であれば，業種や規模の大きさな
どで区分されるが，彼は「業態」別として，製造業者
や卸売業者を取り上げた。したがって，業態という用
語を使用してはいるが，現在において「小売業態」，
「業態」として使用されている用語とは意味するとこ
ろが異なるものであった。
（4）鈴木保良
鈴木［1966］は，百貨店，連鎖店，通信販売，資本
主義的大規模小売業の発展と，卸売業や製造業者によ
る任意連鎖店の形成は，財貨の社会的流通組織に変化
をもたらし，小売業の将来に大きな影響を与えるとし
た。そして小売は，さまざまな見地から多種類に分類
されるが，これらの経営形態による分類はアメリカに
おける国勢調査に基づいて列挙されるとした（鈴木
［1966］pp.76~77）。そして彼の小売業の分類は，Dud-
dy & Revzan［1947］に依拠していた。
鈴木は，小売の諸「形態」という用語を使用し，ア
メリカでの研究に基づき，小売の分類を示し，さらに
は形態により区分した。ただ区分したといっても，分
類を紹介しているにとどまっており，独自の分類につ
いての提示ではなかった。
表 4 　Duddy & Revzan による小売業の分類
（A）非統合店舗（nonintegrated stores）
a）独立店舗（independents）
b）小規模百貨店（small department store）
・万屋（genaral）
・専門店（specialty）
（B）統合店舗（integrated stores）
a）会社連鎖店（corporate chains）
・正規連鎖店（regular）
・スーパーマーケット（supermarket）
b）任意連鎖店（volantary chain stores）
・小売商由来（retailer sponsored）
・卸売商由来（wholesaler sponsored）
・製造業者由来（manufacturer sponsored）
c）通信販売会社（mail-order companies）
d）百貨店（department stores）
・単一百貨店（single unit）
・連鎖百貨店（chains）
e）直接販売（direct selling outlet）
・農業生産者由来（agricultural）
・工業生産者由来（manufacturing）
f）消費協同組合（consumers' co-operative）
（出所）Duddy & Revzan［1947］p.154
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久保村［1967］は，他の研究者と同様，小売はさま
ざまな基準により分類されると断った上で，店舗形
態，経営形態，企業形態によって区分した。①店舗形
態では，店舗形態ないし営業形態を基準とし，単一品
目店，専門店，セルフサービス店，スーパーマーケッ
ト，百貨店，通信販売店に区分した。また，②経営形
態による分類は，店舗の所有と営業の統制関係を基準
とし，独立小売店舗，連鎖店に区分し，独立小売店舗
は，本店・支店に分かれ，問屋主宰任意連鎖店
（wholesaler-sponsored voluntary chain）や小売商共
同連鎖店（retailer-cooperative chain）加盟店舗と，非
加盟小売店舗に区分した。さらに，③企業形態では，
出資形態または目的を基準とし，個人組織，会社組
織，協同組合組織，国営などに区分した。実際には，
経営形態と企業形態とは同様のものを指し，独立小売
店，連鎖店，消費組合，国定店舗などと，同じ分類とさ
れることが多いとした（久保村［1967］pp.169~170）。
久保村の分類は，まず店舗形態と営業形態による分
類を示したが，形態自体の説明がなく，営業形態の意
味についても詳らかな説明がないために理解しにく
い。ただこれらの区分に基づく事例としては，セルフ
サービス店，スーパーマーケットをあげた。通常，
スーパーマーケットが採用する顧客対応手法がセルフ
サービスであり，それぞれをセルフサービス店，スー
パーマーケットとしているのは，当時の小売風景とし
て，それぞれセルフサービス店を謳ったり，スーパー
マーケットを謳う小売業者などが存在したことが影響
しているのかもしれない。また，経営形態は店舗所有
と営業の統制によるとしたが，事例での重複が見られ
る。唯一明確であるのは，企業形態による分類であ
る。これは小売業に限らず他の業種でも，既に確立さ
れ，法制により決定していた背景があったからであろ
う。
（6）尾崎朔
尾崎［1967］は，小売業と卸売業を比較し，従来の
中心は営利的な商業資本による独立小売業と前提し
た。小売の最も古典的な形態は，行商や露天商であ
り，当時も残存していたが，定着商ないし店舗商の中
では，万屋が最古の経営形態とした。しかし，経済発
展により，人々の所得水準と消費需要が上昇し，都市
が成長し，消費人口が都市へ集中したため，小売業の
間で取扱商品などの面での専門化が起こった。そして
19 世紀以降，百貨店・連貨店・スーパーマーケット
など，各種の近代的小売形態の発生があったとした
（尾崎［1967］p.196）。彼が取り上げた時代は，かな
り遡った古い時代も示しており，尾崎が著書を世に問
うた時点よりも少し前の短期間についての説明ではな
かった。そのうえで，近代的小売形態として説明した
のが，百貨店，連鎖店，スーパーマーケット，ディス
カウント・ハウスであった（尾崎［1967］pp .211~
222）。したがって，尾崎は小売の分類を前提とせず
に，かなり古い時代まで遡り，小売形態の変遷を示し
ているに過ぎない。しかし，尾崎がわが国ではまだ誕
生を見ていなかったディスカウント・ハウス（スト
ア）を取り上げていることからは，海外，特にアメリ
カにおける小売業の活動が基盤あるいは参考になって
いることが思量される。また，事例からは店舗の有無
がかなり影響の大きかった時代を重視していることも
理解できよう。
（7）小結
1960 年代におけるわが国の小売研究は，平地に
よって，店舗小売業と無店舗小売業の区分，小規模小
売店と大規模小売店との対比が行われた。松田は，小
売業が生産や消費，その他社会経済の変化により，小
売業者のイノベーションによる新しい小売のかたちが
誕生することを論じた。平野においては，「業態」と
いう用語を現在の業種の意味で使用した。また鈴木保
良は，小売の種類をアメリカでの代表的研究者の分類
に基づいて示した。久保村も小売の分類基準は，複数
あることを示した上で，店舗形態，経営形態，企業形
態により分類して提示した。尾崎は，小売業の最古の
形態について説明し，消費者を取り巻く環境変化に
よって，近代的小売形態の誕生があったことを示し
た。
この時期にも，現在において日常使用される「小売
業態」あるいは単に「業態」という用語の意味での使
用は発見することができない。小売の分類について
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も，各論者がそれぞれの視点，あるいはアメリカで行
われてきた研究や実態を紹介していた時代が継続し
た。ただ，小売業が顧客に対していかに対応するかと
いう面において，「セルフサービス」という用語の使
用が見られたことからわかるように，取扱商品の種
類，機能，規模，所有，立地などによる区分から一歩
踏み出した感がある。
4　1970 年代における小売分類
わが国では 1960 年代の高度経済成長時期が終わ
り，1970 年代は第 1 次石油ショック，第 2 次石油
ショックと，2 度の大きな経済的打撃を受け，それが
長く経済に影響を与えた。わが国でも 1950 年代後半
に誕生したスーパー（マーケット）は，1960 年代に
大きく成長し，大手のスーパー（マーケット）はそれ
までの大規模小売業の雄であった百貨店の売上高を超
える小売企業も出てきた。また，各地でスーパー
（マーケット）同士の競争も激化した。さらにコンビ
ニエンス・ストア，ディスカウント・ストア，ホーム
センターなど，それまでわが国には存在しなかった新
しい小売のかたちが誕生した。したがって，わが国で
は，少し以前とは異なった小売風景が見られるように
なったが，それがこの時期の小売の分類にどのように
影響を与えたのであろうか。
（1）青山楚一
青山［1970］は，無店舗小売業として，行商，露天
商，通信販売業をあげ，有店舗小売業として，独立小
売店では万屋，普通小売店（1 種またはこれに関連す
る 2，3 種類の商品を販売する小売店），専門店普通小
売店（取扱品目中，特定品目のみ専門に扱う小売
店），百貨店，連鎖店，任意連鎖店（vo lun t a r y 
store），小売市場特に公設小売市場，消費組合（con-
sumer's co-operative store）をあげた（青山［1970］
pp.77~82）。
また青山［1970］は，「商業経営形態論」として 1
章を割いた。そこでは，経営者の役割，経営職能とそ
の分化に触れた後，商業組織として個人商業，組合商
業，会社商業（合名会社，合資会社，有限会社，株式
会社），公企業，公私合同企業，協同組合をあげた
（青山［1970］pp.135~181）。
1970 年代になっても，青山の分類は 1960 年代の現
実の小売風景の新しい動きを反映した分類とはなって
いない。以前から存在した有店舗・無店舗での小売の
分類，さらに小売の世界だけではなく，当時の組織論
で取り扱われていた内容とほぼ同様の企業形態論で
あった。そして，商業組織という断りはあるが，通常
の商業という業種に限った区分ではなく，小売の形態
を独自に区分するものでもなかった。
（2）上坂酉三
上坂［1971］は，主な営業とする商業形態を総称す
る用語として，「業態」を使用した（上坂［1971］
p.144）。ここでの業態の使用は，1 単位の専門商品を
取り扱う店舗と，多種類の一般商品を取り扱う店舗と
した。前者は，単位店の常型的な小売店，メーカーの
直営店，新しい経営方式による高級専門店であった。
後者は旧式経営による僻地の万屋，都市部の私設小売
市場をあげ，新しい経営方式では百貨店・連鎖店・均
一店，その特殊業態のものとして，セルフサービス
店，スーパーマーケット，メールオーダー・ハウスな
どを例示した（上坂［1971］p.144）。
ただ当時，最も普遍的な小売の形態は，1 単位の商
品を専門的に扱う単位店（unit store）であり，メー
カー経営の店舗もそれに準じるとした。ここでの 1 単
位は，商品 1 種類のみという意味ではなく，主要取扱
商品と関連する同型商品の数種または全種であり，当
該商品を中心に，そのアクセサリーから各種携帯品も
扱う店舗も包含し，高級専門店とは区別した。また，
百貨店を，同一経営のもとに，同一店舗内で，他種類
の商品を各独立の部門組織によって販売する集中的大
経営の小売業とした。そして，連鎖店（chain store）
は，本部による中央集中管理により，共通の経営方針
によって分散する多数の店舗から成立する小売業であ
り，①異なる地域で多数店舗が連鎖状態，②各店舗が
共同の資本関係を有し，同一管理下にあること，③営
業の方針や様式では共同方策の採用を条件とした（上
坂［1971］pp.144~148）。
さらに特殊店舗という位置づけで，スーパーマー
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ケットとセルフサービス店，通信販売店，賦払販売店
をあげた。特にセルフサービス店は，売場に販売員を
置かず，廉価販売するところはスーパーマーケットと
同様であるが，同時に消費者側における消費者教育の
向上を加味し，合理的な販売効果を目指すことに特徴
があるとした。そして，連合（複合）店としては，小
売市場と商店街をあげた（上坂［1971］pp.149~150）。
上坂による小売の分類軸は，「新旧」対比の傾向が
強い。また，単位店と共通の経営方針により複数店舗
を経営する小売店に区分しようとした。そして，セル
フサービス店とスーパーマーケットが，同一のものを
指すのではないということを断った上で，各区分に説
明を加えた。先に見た研究者と同様，小売業の緩い，
あるいは頑強な繋がりにも注意を払っていたといえ
る。いずれにしても，上坂は「業態」という言葉を使
用してはいるが，今日の消費者に対していかに対応す
るかという面を強調したものではなく，業態という言
葉を使用しなくても十分に説明が可能であったのでは
ないだろうか。
（3）荒川祐吉
荒川［1974］は，日用品を末端に供給する商業組織
体を小売業者とした。そのうえで小売組織体を，取扱
商品の種類，機能，組織，規模，所在地等で分類し
た。取扱品目では，単列小売業と複列小売業があり，
前者の典型は専門小売業，後者の高度に発達したのが
部門制複列小売業である百貨店とした。さらに用役に
よって用役完全提供小売業，用役不完全提供小売業，
用役不提供小売業に区分した。また，所有管理の組織
方法で小売業を区分し，独立単体店，従属単体店，正
規連鎖店，自由連鎖店，協同組合店等に区分した。立
地区分では，田園，村落，都市，大都心，郊外，住宅
街，路上等をあげた。これらの中で，小売の分類は，
取扱商品の種類によるものが，重要かつ普遍的であ
り，耐久品店と非耐久品店，最寄品店，買回品店，専
門品店等に区分可能とした（荒川［1974］p.341）
また荒川は，小売組織体を，①伝統的・前期的・小
規模小売組織体（通常，独立単体商が典型）と，②近
代的・資本性的・大規模小売組織体という区分が合理
的とした。後者では，百貨店，連鎖店，スーパーマー
ケット，協同組合店を例示した（荒川［1974］p.343）。
さらに荒川は，小売構造はそれぞれ独自の姿を形成
するとし，小売構造形成に関して，いくつかの理論仮
説を取り上げた。それは小売組織体の形態自体の発
展，具体的には新小売組織体の出現に関するもので
あった。また，商業における競争は，既存の商業構造
に影響し，組織体数，規模，その系列的・空間的整序
を変化させるだけでなく，積極的に新しい販売方式を
採用する組織体が出現する可能性に言及し，それが小
売段階では顕著とした。そして，小売段階での新しい
販売方式により，新しい組織体の展開を説明する，
「小売の輪」「真空地帯」の仮説など，複数の理論仮説
を取り上げた（荒川［1974］pp.349~350）。
荒川による小売研究は，小売の多角的な分類にはじ
まり，それらが構成する小売構造分析，社会における
小売の役割について言及し，小売が社会に対して果た
す役割を意識した研究が中心であった。それは商業組
織体における小売組織という捉え方に起因するもので
あろう。小売を取扱商品の種類，機能，組織，規模，
立地等で区分しているのは，ほぼ福田［1957］を踏襲
している。さらに時代背景として，高度経済成長を経
験したわが国が，来し方を振り返り，今後を展望する
少し踊り場的な時期に差し掛かっていたという状況が
影響していることも関係しているかもしれない。
（4）鈴木安昭
鈴木［1974］は，小売に多様な諸形態が生じた要因
として，①消費者の小売業機能に対する需要の多様性
とその変動，②当該機能を供給する企業の質的多様
性，③種々の「革新」を含めた企業行動の差異をあげ
た（鈴木［1974］p.365）。そして，Fisk による消費者
の店舗選択基準と各基準の規定要因を 6 つに整理した。
鈴木は，Fisk のあげた消費者の店舗選択基準や規
定要因は，そのまま小売店舗経営戦略の基礎概念を構
成するとした。つまり，小売店が消費者に提供するの
は，単に特定商品だけでなく，広い意味でのサービス
である。その広義のサービス内容が Fisk の諸基準で
あり，決定の諸要因と見なせるとした（鈴木［1974］
p.366）。
また，消費者側の立地利便性，品揃えや品質の程
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度，販売努力と店舗内サービス，店舗建築・設備・装
飾の快適性，顧客に与える満足感など，それらを提供
する小売業の側からは，店舗立地，品揃え，規模，価
格政策，販売方法，付帯サービス，店舗施設などに置
換可能とした。それらが小売の店舗形態を決定する要
因となり，店舗を用いない場合もこれら要因を考慮す
る必要性を強調した（鈴木［1974］p.366）。つまり，
これらによる小売の分類が可能であることを示唆して
いるともいえよう。
さらに鈴木は，アメリカの食品雑貨小売業を例示
し，第二次世界大戦後から 1960 年代初頭までスー
パーマーケットが急成長したが，それが成熟に近づ
き，異形態からの挑戦を受けるようになったことを指
摘した。それはスーパーマーケットよりも，さらに低
マージン・低価格を訴求する食料品ディスカウント・
ストア，あるいはディスカウント・ストアの食料品部
門によるものであった。そして，スーパーマーケット
に大規模なドラッグストアが加わり，最寄品の品揃え
が一層拡大したのがコンビネーション・ストア，巨大
な店舗（スーパーマーケットの平均の 3.5~8 倍の売場
面積）で低価格を標榜したのがフード・エンポリアム
であった。他方，価格は若干高く，品揃えは少ない
が，消費者の住居地の近隣に出店し，食料品などの購
入に利便性を提供するコンビニエンス・ストアやスー
パーレット（後者の方が規模・品揃えが大）が出現し
た。これらの挑戦者は，その店舗数を増加していた時
期であった（鈴木［1974］p.369）。
鈴木は，常に小売業が変化した要因を主な販売相手
である消費者の変化と，それに対応しようとしてきた
小売業の変化に焦点を合わせた。ただ，それを取り巻
く社会経済の変化も考慮し，いわばマクロ環境とミク
ロ環境の変化に細心の注意を払っていたといえる。ま
た他の研究者と同様，アメリカでの小売変化の研究を
紹介しながら，わが国の小売の将来を展望しようとす
る姿勢が貫徹している。特に消費者の店舗選択基準や
規定要因を取り上げ，今日いわれる「流通サービ
ス」，「小売サービス」という用語を使用していない
が，ほぼ同様の主張があり，いわゆる小売業態の視角
から小売を区分することが可能であることを示唆して
表 5 　Fisk による消費者の店舗選択基準と規定要因
a）立地の利便性（利用道路，交通傷害，時間距離，駐車場
の利用可能性）
b）商品の適合性（在庫されるブランド数，在庫商品の品
質，品揃えの幅，品揃えの深さ，店舗内で明確に区分さ
れた部門数）
c）価格の妥当性（特定店舗における特定商品価格，当該商
品の競争店舗における価格，特定店舗の特売日における
当該商品価格，代替店舗における代替商品価格，トレー
ディング・スタンプと得意客への実物割引）
d）販売努力とサービス（店員の対応，店員の有用性，広告
の信頼性・有効性，代金請求の手続きと信用供与の妥当
性，配送の迅速性と丁重さ，飲食施設）
e）店舗の快適性（店舗のレイアウト，店舗の装飾と商品陳
列の魅力，顧客の階層，店内の顧客の流れと混雑）
f ）販売後の満足感（使用中の商品の満足感，返品と修理等
に関しての満足感，支払った価格についての満足感，店
舗内の買い物経験についての満足感）
（出所）Fisk, G.［1961~1962］, "A Conceputual Model for Stud-
ying Customer Image", Journal of Retailing, winter,pp.9~16 鈴
木［1974］p.365 を一部改
表 6 　アメリカにおけるグロサリー産業，スーパーマーケットに挑戦する諸形態
価　　　　　　　　　　　　　　　　　格
高　　い 中　　位 安　　い
品揃え
狭い
コンビニエンス・ストア
（convenience store）
スーパーレット
（superette）
中位
スーパーマーケット
（supermarket）
ディスカウント・ストア
（discount store）
広い
コンビネーション・ストア
（combination store）
フード・エンポリアム
（food emporium）
（出所）Allivine, F.C.［1968］, "The Supermarket Challenged", Business Horizons, Octorber
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いるともいえる。
（5）柏尾昌哉
柏尾［1975］は，小売商業で活動する具体的な機関
を小売商とし，それらは歴史的に過去から現在まで
種々の形態が出現したとした。小売の世界に初めて大
資本を投入し，本格的に小売経営を行ったのは百貨店
であり，その後，スーパーマーケット，通信販売店，
連鎖店，そしてディスカウント・ストアなどの出現を
指摘した。一方，大規模小売業が急速に発展したが，
他方では依然として膨大な中小小売業が，かなりの数
的増加を見せながら存続している現実にも目を向けた
（柏尾［1975］p.178）。したがって，柏尾の小売の分
類は，資本の多寡による区分がまずあげられた。
また，1960 年におけるヨーロッパ主要国の形態別
小売販売高率を『日本商業年鑑』（1972年, p.366）を
引用し，消費者協同組合，マルティプル・ショップ，
バラエティ・チェーンストア，百貨店，その他独立小
売店をそれぞれ考察した（柏尾［1975］p.179）。そし
て，大規模小売業として，百貨店，スーパーマーケッ
ト，通信販売店，大型連鎖店，ディスカウント・ハウ
スをあげ，中小小売業と対比した（柏尾［1975］
pp.181~262）。さらに 1966 年時点でのアメリカ小売種
類別販売高を示し，小売種類としてスーパーマーケッ
ト，スーパーレット（ボランタリー・チェーン），
ディスカウント・ハウス，百貨店，ドラッグ・ストア
（ビッグストア），婦人衣料店（ビッグストア），家具
店（ビッグストア），家庭用日用品（セルフサービス
店），耐久電気製品（チェーン），その他をあげた（柏
尾［1975］p.187）。
柏尾の小売に向ける視点は，大規模小売業者と，そ
の対極にあった生業的な中小小売業者，さらに小売業
の世界へと参入してきた当時，まだ弱小であった中小
零細小売業者に目を向けたものであった。
（6）川崎進一
川 崎 ［1979］ は ， ア メ リ カ に お け る 小 売 革 命
（retail　revolution）の展開を取り上げた。その展開
を小売形態変革の過程とし，百貨店，通信販売店，連
鎖店，ボランタリー・チェーン，スーパーマーケッ
ト，ディスカウント・ハウス，ディスカウント・スト
ア，フランチャイズ・チェーン，ショッピング・セン
ターなどの小売機構の生成・発展・展開・交替の歴史
的過程によって代表されるとした（川崎［1979］
pp.107~108，初版は 1969 年）。これらの諸形態は，各
時期における社会的・経済的・地理的諸条件，すなわ
ち環境と相関関係にあり，その実態を把握するには，
この相関関係からの理解を必要とした。このような大
規模小売業の発展に必要な要件として，①マーチャン
ダイジング・オペレーションのための潜在市場の発見
と創造，②それを結合させる物的手段の開発をあげた
（川崎［1979］pp.110~111，初版は 1969 年）。
川崎の小売に対する視点は，多くの他の研究者と同
様，当時のアメリカの小売世界が背景にあった。そこ
ではビッグ・ストアが次々と誕生し，既存の小売業を
駆逐していく，その動態をわが国に紹介しようとし
た。また，品揃えや顧客発見，さらに物流にも考察の
目を向けていることから，小売店を中心とした商品移
動による小売区分も意識したと考えられる。
（7）小結
1970 年代における小売研究では，青山は，店舗の
有無による分類，企業形態による分類を行った。上坂
は，営業とする商業形態を総称する用語として「業
態」を使用した。これは，小売の多様なかたちを説明
するためであった。また，小売の分類軸として「新
旧」の軸を強く意識していた。荒川は，小売の分類等
では，ほぼ福田に従っている。ただ，新しい販売方式
の出現に対して複数の理論仮説を提示した。鈴木安昭
は，小売に多様な形態が生じた要因の説明から開始
し，小売の店舗の決定において，消費者（顧客）の視
点を強く意識した上での店舗づくりに踏み込んでい
る。いわば，小売ミックスを重視した，現在のいわゆ
る小売業態による区分とほぼ同様の区分をしたといえ
よう。さらに「流通サービス」や「小売サービス」の
視点から小売業や消費者を取り巻くマクロ環境，ミク
ロ環境にまで配慮している。柏尾は当時，わが国でも
急成長してきた大規模小売業と，以前から存在した中
小零細規模小売業者について区分した上で考察を進め
た。川崎は，アメリカでの小売革命を紹介しながら，
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その中での覇権者交代を動的に説明し，この背景に
あった社会・経済・地理の関係にも言及した。
やはり 1970 年代における流通研究も，アメリカに
おける流通業の変化を強く意識し，特に 1 店舗の規模
や状況を取り上げるだけではなく，店舗のつながりに
ついて言及したものが増加した。それはアメリカにお
ける連鎖店の成長や，その操作方法を取り入れたスー
パーマーケットの活動に対して，大きな関心があった
ためであろう。一方で，これまでほぼ小売業者の意思
により形成・展開してきた小売店を，顧客視点で捉え
るという，現在では当然になっていることを取り込み
始めた時期であったともいえる。つまり，現在の小売
マーケティングの手法による分類視角が，この時期に
はわが国の研究面でも出はじめた時期といえそうであ
る。
5　1980 年代からの小売分類
わが国は 1960 年代の高度経済成長，1970 年代の経
済後退を経験しながらも，消費者の購買意欲の上昇に
支えられ，1980 年代を迎えた。この時期は安定経済
成長の時代といわれるようになったが，1985 年のプ
ラザ合意以降，わが国の対外的な経済状況の変化，さ
らに円高が進行し，小売業の仕入活動では商品調達先
を海外に求めるようになり，地理的に拡大した。また
1980 年代の後半から 1990 年代初頭にかけて，わが国
はいわゆるバブル経済を経験したが，このような変化
の中で，小売業自体がそれ以前と比べて常に変化し続
けた印象が強い。そして，それ以前の小売（業）研究
とは，少し異なった用語の使用や説明も見られるよう
になった。
（1）白石善章
白石［1987］は，小売構造について，アメリカを中
心に革新的小売業の展開過程を考察した。それはアメ
リカで，この展開が典型的に見られたためである。ア
メリカでの革新的な小売形態は，1860 年代に百貨
店，1920 年代に連鎖店，1930 年代にスーパーマー
ケット，1950 年代にディスカウント・ハウス，1960
年代にショッピング・センター等が順次展開した。こ
れらの形態は，それらが出現する以前から存在した小
売業者との競争だけでなく，革新的小売業形態同士で
も競争を展開した（白石［1987］pp.107~108）。
また白石は，小売競争が市場の不完全性を基盤とし
て展開されるとした。その不完全性は，取扱商品の種
類およびその幅・深さ，提供される付帯サービス，経
営者の個人特性などの店舗属性，立地における差異に
よるとした。そして小売形態は，これらの組み合わせ
に基づく小売経営上の組織形態とした（白石［1987］
p.113）。このように定義したうえで，「小売の輪」「真
空地帯」などの仮説を取り上げた。白石の視点は，小
売競争におかれたが，単なる小売業規模による競争，
つまり資本力を背景とした競争だけではなく，小売業
内部でいかに顧客に対応するかという要素にも配慮し
たものとなっている。
（2）池尾恭一
池尾［1989］は，小売の区分は示さずに，小売間の
競争を取り上げた。そして，消費者に提供するものを
「流通サービス」としたうえで，その提供条件の組み
合わせが，小売ミックスと呼ばれることを示した。流
通サービスの個々の要素や提供条件は，小売ミックス
の要素であり，各小売店はこれらの要素を組み合わせ
て小売ミックスを形成するとした。したがって，各小
売店は各小売ミックスを持つが，それらはいくつかの
パターンに分類可能とした。このパターンを小売業態
として，百貨店，専門店，食品スーパーなどを例示し
た（池尾［1989］p.95~97）。「流通サービス」と「小
売ミックス」という用語の使用は，1970 年代までの
研究では見られなかった。そこに 1980 年代に大きく
変化した流通研究とわが国の流通の実態が感じられる
ものになっている。一方，小売構造を説明する際に，
規模，業態，業種，空間をあげた。そのため，この 4
つ区分を適切としたのかもしれない（池尾［1989］
pp.166~169）。
（3）徳永豊
徳永［1992］は，アメリカの主要小売業を経営者の
立場から，概念と操作技術の移転と拡張およびその適
用の観点により分類した。そこでアメリカにおける小
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売営業形態のイノベーションの足跡を辿り，そこに共
通した現象が，各時代では部分的に実証された考え方
や概念，あるいは操作技術を組み合わせ，その時代の
消費者ニーズや欲求に合わせて，革新的小売業として
差別的優位性を追求してきたとした（徳永［1992］
p.279）。
これらの概念や操作技術は，国際的な移転あるいは
異業種からの移転，さらには自社内での蓄積からの適
用もあるとした。したがって，どのような概念，操作
技術がいかに小売業の新しいかたちを形成するか，そ
して仮に設計された小売業が，時代への適合性，競争
優位性を十分に発揮できるかは，これらを具体的な市
場でテストし，その可能性と実現性を評価しなければ
ならないとした（徳永［1992］p.279）。
また徳永は，新しい物事の創造は，突然出現するよ
うに見えるが，過去から蓄積，あるいは実証された知
識や技術に対して，別の視角からそれを組み直し，あ
るいは思考から創造されるとした。新しい「小売スト
ア・フォーマット」の開発も，小売イノベーションも
その例外ではないとした（徳永［ 1992］pp .279~
282）。徳永の研究は，小売経営者自身の小売店舗に対
する思い入れのようなものとそれらを動かす技術に焦
点を当てたところが特徴的である。さらに各小売業の
競争対応にも観察の目を向けている。そして，最近に
なって使用される機会が多くなった「小売ストア・
フォーマット」という用語を使用した。
（4）矢作敏行
矢作［1996］は，小売流通は消費財の営利流通経路
の最終段階であり，消費者への財の保管，移転という
機能の専門担当者を小売業とした。さらに消費者は小
売業から商品を購入するが，その際には小売業者から
流通サービスが提供されるとした。流通サービスは，
流通サービス一般と区別して小売サービスと呼ばれ，
少なくとも品揃え物の量と質（所有懸隔），店舗の地
理的分布・立地（場所懸隔），営業日数・時間（時間
懸隔）の便宜性，付帯情報・サービス（システム的懸
隔）を包含しているとした。一方，消費者は小売サー
ビスの購入対価としての買い物代金，交通費など買い
物出向代金，買い物時間，精神的・肉体的労力を負担
する。そして，小売業者の提供する価値は，小売サー
ビスとの対価割合で決定し，小売競争はこの価値創造
を軸に類似商品群を扱っても，小売業者間の競争が多
様な形態や方法がとられるとした（矢作［1996］
p.173）。
矢作は，小売市場の特質を 2 つあげたが，これが小
売の区分と捉えることができよう。まず小売業の空間
構造の階層性では商圏構造の多層性を説明した。消費
者が買い物機会により商圏の使い分けをするために起
こる競争，さらに鈴木［1993］を引用し，店舗，企
業，企業間という 3 次元での小売形態上の分類を示し
た。また小売業の代表的形態は，主な取扱商品の種類
に基づく業種と営業戦略に基づく業態とした。小売業
態は，品揃え，店舗規模，立地，販売方法，付帯情
報・サービスなどの小売ミックス戦略で決定され，百
貨店，スーパー，総合スーパー，食品スーパー（スー
パーマーケット），小型食品スーパー（スーパーレッ
ト），コンビニエンス・ストアなど，多様な類型化が
可能として例示した。そして企業レベルでの単独店，
複数店，連鎖店，あるいは個人，法人，協同組合など
の分類方法，企業間関係ではフランチャイズ・チェー
ン，ボランタリー・チェーンの契約型小売チェーン組
織，地域単位である商店街やショッピング・センター
などの集積型組織，系列・非系列というメーカー系列
組織による分類基準を提示した（矢作［1996］pp.176
~181）。これらの説明は，テキストであるために，網
羅的に示した向きがあるかもしれない。ただ矢作の場
合，小売の区分は，先にあげたように空間的な区分と
小売業態による区分が小売研究では説明力を持つと捉
えているようである。
（5）林周二
林［1999］は，商学の世界に頻繁に出てくる用語
で，初学者がよく間違うものとして，企業と会社，企
業（事業体）と事業所，企業と産業，業種と業態，企
業形態などをあげた（林［1999］p.10）。そして，現
代における狭義の商人として商業者，流通業者を位置
づけ，卸商人と小売商人に区分してその活動の説明を
した。ここで取り上げた小売商人は，百貨店，コンビ
ニエンス・ストア，まちの小さな八百屋・衣料品店な
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どは，全て小売業者の経営する営業用の事業所とし
た。この小売店は商取引の場だけではなく，物流末端
倉庫の役割，消費者へ向けての商品実物情報伝達の役
割を有する。また，定地店舗を構える小売業者以外で
は，行商人・露天商・訪問販売商人・通信販売商人な
どの業態をとる小売商人の存在を示した。林はここに
おいて「業態」という言葉を使用した。一方，レスト
ラン，スナック，喫茶店などの飲食店は普通狭義の商
人の一種とし，「日本標準産業分類」の大分類では，
卸，小売・飲食店が一括りにされ，単一の大分類項目
にまとめられていることを指摘した。さらに飲食店の
説明の際に「その業態は上述の小売店以上に国ごと地
域ごとその土地の食文化のあり方に応じて千差万別多
様（林［1999］p.160）」とした。これらの説明におい
ては，一切業種という用語を使用していない。他の研
究者であれば，業種という説明を行うであろう箇所に
ついても，業態という用語を使用しているのが特徴的
である。
（6）石原武政
石原［1999］は，「小売業種」を伝統的に小売業の
様態を示す重要概念と前提し，小売業者は膨大な商品
の中から取扱商品を選択するとした。そして，多くの
小売業者によるこの決定が，取扱商品の集合にある安
定したパターンを生成し，当該取扱商品の集合のある
安定したパターンを小売業種と呼ぶとした。さらに
1980 年代頃から「小売業態」概念が使用され始めた
ことや業態や業種の相違に言及した。ここでは，加藤
［1995］，池尾［1997］［1999］を引き合いに出しなが
ら，業種（kind of business）と業態（type of opera-
tion）にある程度の理解を示しながらも，明確とは言
いがたい心情も吐露した（石原［1999］pp.1~2）。
この明確とは言いがたい状況を明確にするため，商
品の取扱技術や小売業の経営技術を取り上げた。そし
て「分類コード」の例を持ち出し，分類基準の階層性
と分類基準が，圧倒的多数の生産者と消費者間に共通
して受容されなければならず，「社会的コード」とし
て成立してはじめて意味を持つことを強調した（石原
［1999］pp.3~4）。この商品分類コードは消費者の商品
探索を容易にするが，消費者の関連購買行動と供給者
からの商品取扱技術の問題を乗り越える必要も指摘し
た。そして，この商品の取扱技術の類似性に基づいた
階層的分類が，商品の分類コードとして一般に受容さ
れると，「業種分類」と呼ばれるとした。したがっ
て，業種は商品の物的属性を含んだ取扱技術の類似性
に基づく商品の分類基準であり，社会的に広く受容さ
れた分類コードとした（石原［1999］pp.5~6）。これ
により，基本的には小売技術の類似性に対応して，階
層的な業種分類が成立し，ある階層での小売業種店の
成立を示した。その意味で小売業種店は，一定の技術
水準を反映し，小売業種は同時に商業者と消費者との
間に共有されたコードとなることを主張した。
また石原は，革新的な経営技術を体現するのが小売
業態（店）とし，商品取扱技術を越え，既存業種の壁
を越えたのが小売業態店とした。つまり，新技術の登
場が，従来の業種の壁を越えた小売業態店となり，食
品スーパー（バックヤードにおける処理とプリパッ
ケージ，売場の冷蔵陳列台による品質管理）とコンビ
ニエンス・ストア（単品管理技術）を例示した（石原
［1999］pp.9~11）。しかし，商品の取扱技術は常に変
化するため，多くの新技術の芽が新しい概念の下に総
合されることで，新しい小売業態が誕生することにも
言及した。そのため，新小売業態はしばしば既存の小
売業種の壁を越えた商品を取り扱う。このときに新小
売業態が既存の小売業種から乖離するとした（石原
［1999］p.11）。つまり，業種の明確な定義を踏まえ，
業種を超えた新しい存在が，業態の誕生契機としたの
である（石原［2000］p.161）。
（7）田村正紀
田村［2001］は，「小売商業の発展」という章を立
て，小売空間構造，小売部門の機関構造，店舗業態を
分類していることから，小売をこの 3 つの視点で区分
する意図が汲み取れる。空間構造は，当該小売店の商
圏への厳しい地理的制約から生じるが，小売業の発展
は，市場範囲の地理的制約を企業家が業態革新によっ
て克服していく歴史とした。また，大規模小売業が小
売市場のすべてを制覇するのではなく，小売市場は極
めて多数の地域小売市場から構成され，各市場規模は
極めて多様となる。これを基盤に中小零細小売業を包
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含した多様な小売業者の存在状況を説明した。さらに
小売業は，消費者と向かい合うが，それは単に取引の
場としての市場ではなく，生活文化が背景に存在し，
小売市場は，市場と文化の融合する空間とした。その
ため，市場と文化の融合が多様なパターンを描き，そ
れに対応して小売業態が生成し，発展，衰退するとし
た（田村［2001］pp.194~195）。さらに田村は，規模
や商圏について言及したが，小売業種には言及してい
ない。したがって，小売業種による分類では，21 世
紀の小売業の有効な切り口とはならないことを示唆し
ているのかもしれない。
（8）髙嶋克義
髙嶋［2002］は，明確に小売の分類基準を提示して
いないが，商業構造における小売店数を取り上げ，特
定業種の店舗数の多寡が，消費者や生産者に与える影
響を検討した。また，最寄品，買回品，専門品につい
て，商品によって異なる消費者行動に言及し，商品分
類により消費者の選択店舗やそれに基づく店舗数の傾
向を説明した（髙嶋［2002］pp35~52）。さらに小売
業の革新について深く掘り下げ，小売業者の販売や経
営のスタイルを小売業態とし，相互に似通ったグルー
プにより理解されるとし，百貨店，連鎖店，スーパー
マーケット・チェーン，コンビニエンス・ストアなど
を例示した。各小売業態を説明するとともに，「小売
の輪」，「真空地帯」の仮説に基づいて業態革新の説明
を加えた（髙嶋［2002］pp.203~225）。これらの一連
の説明は，ほぼ現在の小売分類と小売業態を中心とし
た通常なされるオーソドックスなものと捉えることが
できよう。
（9）原田英生
原田［2002］は，小売業の展開について，市の後に
形成された店舗小売業の中心が万屋であり，小規模店
で商品の種類が少なく，広く浅い品揃えという特徴を
指摘した。その後，分業の進捗により，流通する商品
の種類や量が増加し，万屋だけでは対応ができず，取
扱商品を限定し，より深く品揃えをする専業店が誕生
したことに言及した。そして，取扱商品の種類によっ
て小売を分類した場合，その分類を業種と呼ぶことを
指摘した。一方，販売方法などの営業形態によって行
う分類を業態と呼ぶことも指摘し，業態という視点か
ら小売業の発展を観察した（原田［2002］pp.40~42）。
また原田は，小売業の発展について百貨店，通信販
売，連鎖店，スーパーマーケット，計画的ショッピン
グ・センター，コンビニエンス・ストアについて取り
上げた後，小売業態発展の理論を説明した（原田
［2002］pp.42~58）。そのうえで，わが国での欧米の模
倣による小売業態の発展から独自の発展方向として百
貨店総合スーパーなどを取り上げた（原田［2002］
pp.58~64）。したがって，旧来の研究者と同様に，わ
が国の小売業と欧米のそれの実態を比較しようとする
姿勢が見られる。
（10）石井淳蔵
石井［2009］は，小売業態概念が研究系譜の中で生
成し，それが持つ理論的性格を明確にしようとした
（石井［2009］pp.283~284）。前者の課題については，
林周二，佐藤肇の「流通革命論」の系譜をたどった。
そして，矢作［1981］による業態概念の位置づけの明
確化と当事者による見方や考え方の再現のため，歴史
的経緯を詳らかにする研究方法に言及した。さらに流
通世界の発展について，小売業態革新が不可欠な役割
を担ったことを明確にし，さらに小売業態の生成は，
理論上の見通しと，現実との齟齬の存在を識別したこ
とを評価した（石井［2009］pp.285~301）。
また石井は，消費者の関連購買パターンと商品取扱
技術の臨界点という要因から小売業種が概念的に定義
可能とし，石原の一連の業績を基盤としながら，業
種・業種店を取り上げた。したがって，石井ら
［2009］は小売業態を中心的に議論したが，小売業種
をここで取り上げていることから，この区分について
も，現在の社会における区分の有効性あるいは影響力
の大きさを示唆しているともいえる。
さらに石井は，あるタイプの店舗を「業種店」と呼
ぶ根拠を，①消費者の購買パターンの類似性，②技術
の同一性または類似性に求めた。この理解の下で，わ
れわれが日々の生活の中で小売業種店を定義してきた
とした。これは取扱商品の安定した集合パターンで，
消費者の関連購買習慣の臨界内と供給側での商品取扱
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技術の臨界内における制約の中で成立するという石原
［2000］に依拠した（石原［2000］p.119）。つまり，
小売業種は，消費者の購買習慣と商品取扱技術の範囲
内に収まる商品の広がりの集合として理解が可能とな
るとした（石井［2009］pp.304~305）。
そして石井は，業種をこのように定義してはじめて
業態の定義が可能となるとした。業種は消費者の購買
行動や取扱技術が変化しない限りは安定している。し
かし，そこにとどまることを嫌う企業家は，消費者の
購買パターンや商品取扱技術の臨界を超えようとす
る。それにより，商品取扱技術の臨界は揺らぎ，それ
までの消費者購買行動も変化する。こうして業種を越
えた新しい存在が誕生するという石原［2000］の指摘
を取り上げた（石井［2009］pp.305~306）。そして石
原によるこの説明が，伝統的な業態論とは一線を画し
ていることも説明した。それは伝統的な小売業態論で
は，小売業態を百貨店，スーパーマーケット，コンビ
ニエンス・ストアのかたちで既存の実体として把握し
ており，この実体としての業態は，歴史的にはその入
れ替わりが観察可能とした。そのため，実体の内包や
それに影響する要因を変数化し，それらの諸要因を把
握しようとしてきたとした。一方，石原［1999］は，
業態を実体ではなく，業種からの差異あるいは変化と
して定義した。この差異や変化は，矢作［1981］に通
底することも指摘した（石井［2009］pp.307~308）。
そのため，過去の業態研究と矢作［1981］と主に石原
［2000］により，新しい業態論の可能性に言及したも
のとなっている。
（11）小結
わが国における 1980 年代以降の小売研究成果で
は，白石はアメリカでの小売業の展開を説明し，小売
競争という視点を研究に持ち込んだ。池尾では，小売
業者が消費者に提供するものを「流通サービス」と
し，この組み合わせを小売ミックスとした。そしてこ
のパターンがいくつかあるが，それを業態と把握し
た。徳永は，アメリカでの小売形態を経営者の立場と
店舗を動かす操作技術という視点を導入した。さらに
「小売ストア・フォーマット」という用語を既にこの
時期に使用した。
矢作も「流通サービス」を説明し，特に小売業者が
提供するサービスを「小売サービス」とし，これに小
売業者間における多様な形態や競争は基づくとした。
そして，小売形態を店舗，企業，企業間面での 3 区分
で示してはいるが，一貫して業態により小売市場を説
明しようとした。林は，商学の世界でしばしば使用さ
れる用語に細心の心配りをし，業種という用語をほと
んど使用せず，業態という用語にさまざまな意味を込
めて使用した。また石原は，小売業種を伝統的に小売
業の様態を示す重要な概念として問い直し，それ以前
の業種研究に加え，異なる視点からの分析を試みた。
その中心は，消費者の購買習慣と商品取扱技術の類似
性に注目して業種区分を示すものであった。そして，
商品の取扱技術の壁を越えた新しい存在として業態の
誕生が見られるとした。
田村は，小売空間構造，小売部門の機関構造，店舗
業態による 3 分類を示したが，小売業を単に取引の場
としての空間ではなく，市場と文化の融合が多様なパ
ターンを描き，それに対応したところに小売業態が盛
消費者の
購買習慣内の
臨界内
業　種
商品取扱い
技術の臨界内
図 1 　業種の定義
（出所）石井［2009］p.305
企業家の創造的適応
消費者の購買
習慣の臨界を
超える
商品取扱い技術
の臨界を超える
業　　態
ビジネスモデル
図 2 　業態論研究の視点
（出所）石井［2009］p.311
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衰するとした。髙嶋は，小売の分類基準を提示してい
ないが，小売業者の販売や経営のスタイルを小売業態
とし，相互に似通ったグループにより理解されるとし
た。原田は，歴史的な小売業の展開を説明し，伝統的
な理解通り，取扱商品の種類による小売業の分類を業
種とし，販売方法などの営業形態による分類を業態と
した。そして石井は，これまでの業種や業態研究につ
いて，そもそもなぜこのような研究を手がけるかとい
う意義から問い直し，単に研究上の便宜から小売業種
の意味を整理するだけでなく，業態を実体ではなく，
業種からの差異あるいは変化として定義しようとし
た。
むすびにかえて
本稿では，第二次世界大戦以降から 21 世紀に至る
までの小売研究を取り上げた。小売を区分する基準
は，当該研究者による小売の切り口となり，言い換え
ば，小売業態，小売フォーマット研究に至るまで，わ
が国の代表的な研究者が，各時期において，小売のど
の局面に関心があり，小売をどのように捉え，対峙し
ようとしたのかが明確となる部分である。また，各研
究者が机上で「小売」に向き合うだけでなく，その他
に何を研究の参考としてきたのかが明確になるもので
ある。
第二次世界大戦後から 1950 年代のわが国の小売研
究は，アメリカでの小売の分類軸を参考にし，それを
わが国に紹介するところから始まった。そのため，取
り上げたいずれの研究者も，アメリカでの小売業界の
動きには敏感であり，新しい小売業のかたちに思いを
めぐらせた形跡があった。
1960 年代の小売研究は，現在の「業態」という意
味での用語使用は発見できなかったが，その使用は発
見することができた。小売の分類も，各研究者が各々
の視点により区分されるものが多く，アメリカでの研
究や実態を紹介していた状態が継続した。ただ，小売
業が顧客に対していかに対応するかという面におい
て，「セルフサービス」という用語の使用が頻繁に見
られるようになったため，取扱商品の種類，機能，規
模，所有，立地などによる小売の区分から一歩踏み出
した感もある。
1970 年代の小売研究は，アメリカにおける流通業
の変化を強く意識し，店舗のつながりによる多店舗展
開への言及が増加した。それはアメリカにおける連鎖
店の成長やその操作方法を取り入れたスーパー（マー
ケット）の活動に関心を寄せたからであろう。他方，
これまでほぼ小売業者の意思によって展開してきた小
売店を，顧客からの視点，いわゆる消費者ニーズも取
り込み始めた時期であった。つまり，現在の小売マー
ケティングの手法による分類視角が，この時期にはわ
が国の研究面でも出はじめた。
そして，1980 年代以降の小売研究は，小売競争の
視点，小売業者が当該商品とともに消費者に提供する
ものを「流通サービス」，この組み合わせを「小売
ミックス」とし，このパターンを「業態」と把握した
うえでの研究が飛躍した。別の面からは，小売業種を
重要な概念として問い直し，それ以前の業種研究に加
えて，異なる視点での業種の捉え方もあり，消費者の
購買習慣と商品取扱技術に注目しての業種考察が行わ
れた。そのうえで，商品の取扱技術の壁を越えた新し
い存在として業態の生成を見ようとする研究も出てき
た。
以上のように，本稿では半世紀以上にわたるわが国
の小売研究では何を対象とし，どのように小売を分類
するかを中心に考察してきた。取扱商品や機能面から
の研究に始まり，商圏により表される地理的な研究，
そして，アメリカでの小売状況を紹介し，わが国小売
業の参考とし，現実に貢献しようとしてきた状況は非
常に明確であった。そして，小売競争の激化により，
顧客である消費者にどのような「流通サービス」を提
供するかということに関心が移行し，それによって形
成される業態研究が隆盛した。また，その盛衰を取り
上げる仮説も頻繁に各研究者が取り上げた。最近に
なって，これまで常識とされてきた研究や実態が新た
な視角の提示により，わが国小売研究では常にその関
心の中心が移行している感があり，時として本質を問
う研究も見られる。今後，小売業態についてより多角
的に考察する必要もあり，さらに「小売フォーマッ
ト」という切り口による研究が進捗していることか
ら，併せて歴史的な分析を継続していかなければなら
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ない。
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